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1．はじめに
　本稿は、合理的選択理論では説明できない公務
従事者 1 の利他的な行動を説明する理論として概
念化され、海外で展開されているPublic Service 
Motivation（以下、「PSM」）研究を紹介するもの
である。この紹介論文により、日本でも公共組織
におけるモチベーション研究への関心を喚起し、
基礎的自治体 2 の職員モチベーションを測定する
理論枠組の構築へとつなげることを意図するもの
である。
　モチベーションとは「目的に向かう行動を立ち
上げ、 かつそれを方向づけ維持する力（Perry 
and Porter 1982, p.89）」のことである。そして個
人に内在するモチベーションを引き出すインセン
ティブ（誘因）は組織によって与えられる（伊
丹，加護野1989, p.298）。組織とは目的達成のた
めに複数の人間が協働する仕組みや体系であり
（Barnard 1938, p.67, p.76）、資源の入力と成果の
出力を環境との関係において行う（Katz and 
Kahn 1978, p.3）。つまりモチベーションは、そ
のありようを属人的な理由だけに帰結させられる
ものではなく、組織との関係において変化するも
のである。
　地方分権改革が進展し、住民ニーズ・行政需要
が多様化・複雑化する中、地方自治体には地域の
実態に基づいた地方行政を行うことが今まで以上
に求められている。しかし地方自治体は人的資源
及び財政的制約を抱えており、きめ細かい対応と
効率性の向上は常にトレードオフの関係にある。
特に公共サービスの提供現場である基礎的自治体
においては目の前の住民・地域福祉の充実と効率
性の実現は、常に選択を迫られる問題となって
いる。
　こうしたジレンマを抱える地方自治体にとっ
て、 職員モチベーションを向上させ、 組織パ
フォーマンスの質・量を大きくすることは喫緊の
課題である。なぜなら地域住民と直接関わる基礎
的自治体の職員はサービスの送り手であると同時
に、サービスが地域の実態に即しているかを確認
するための情報の入力源でもあるためである。地
域の実態に基づいた地方行政を最小の経費で行う
ためには、職員のモチベーションに配慮し、その
活動域と量を厚くすることが不可欠である。しか
し日本では公務員のモチベーションに関する研究
が進んでいるとは言い難い。
　海外では、公共組織で働く公務従事者のモチ
ベーションの研究としてPSM研究がある。PSM
とは公務従事者の利他的な傾向を特徴とし、いわ
ば社会のために役立ちたいという思いがモチベー
ションの源泉となるということである。PSM研
究は既存のモチベーション理論では説明困難であ
る、公務従事者に特有のモチベーションの傾向を
類型化し、理論化を試みようとする研究である。
　PSMは1990年にPerry and Wiseにより概念化
された（Perry and Wise 1990）。1996年にPerry
がPSMの測定尺度を開発し（Perry 1996）、2000
年にはPSM研究を合理的選択理論に替わるモチ
ベーション理論として位置づけるべく、組織内で
PSM的行動が立ち上がるプロセス理論の構築を
行った（Perry 2000）。PSM研究はこの四半世紀
の間に米国から欧州やアジアに拡がり、国際的な
共同研究が行われるまでになっている（Kim et 
al. 2013ほか）。本稿では1990年以降のPerry研究
を中心にサーベイすることによりPSM研究全体
を概観する。
　構成は次のとおりである。第2節では私企業組
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織におけるモチベーション研究との違い及び
PSM研究の概略を説明する。第3節ではPSMの
構成要素や PSM 的行動が立ち上がるプロセス、
行動の特性等の詳細を紹介する。第4節ではPSM
研究の国際的拡がり及び日本における研究の現状
について報告する。最終節では本稿の要約を行
い、今後の研究に向けての課題を整理する。
２．公共組織におけるモチベーション
　モチベーション研究は主に私企業組織におい
て、生産性の向上、人的資源管理を目的として蓄
積されてきた。Work Motivation（以下、「WM」）
理論は人が「何によって」動機づけられるかとい
う視点と、人が「どのように」動機づけられるか
という視点から分析される。
　またモチベーションは自己の内と外という視点
からも説明される。仕事のやりがいや達成感等は
「内部要因」、報酬等は「衛生要因（外部要因）」
と分類され、人は仕事そのものにより内発的に動
機づけられると積極的に満足を求める傾向にある
（Herzberg 1966）。しかし、報酬等の衛生要因が
内発的動機づけを弱めることがわかっており
（Deci 1975）、自己の能力開発や自己効力感等の
内部要因がモチベーションを高めるとされて
いる。
　組織と個人の関係については、心理的契約とい
う概念がある。個人は組織という構造（Struc­
ture）を構成する一部に過ぎない。しかし、組織
はその役割・使命の達成を個人の職務遂行に依存
し、個人は仕事とキャリア機会の提供を組織に依
存するという相互依存の関係にある。この依存関
係に伴う心的作用を契約と捉え、これが破られた
と感じるとモチベーションは損なわれる（Schein 
1965）。
　これらWM理論は、いずれの場合も労働者自
身に関わるインセンティブによりモチベーション
を管理することに主眼が置かれている。これらは
合理的選択理論に基づいて、個人の欲求をコント
ロールし、組織目的に適合させるという考え方で
ある。
　組織で働く個人のモチベーションの充足がパ
フォーマンスの向上、ひいては組織目的の達成へ
とつながるという点において、公共組織と私企業
組織に違いはない。しかし、公共組織は私企業組
織とは異なるミッションを持ち、貨幣的利益を生
み出すことが社会への貢献につながる私企業組織
とは行動原理において本質的に異なる。
　公務従事者のモチベーションは、職業倫理との
関連において取り上げられ、公務員という職業選
択には単なる職業という以上の忠誠心（Mosher 
1968）や公共の利益に資するという動機（Downs 
1967）が作用するとされている。これらは合理的
選択理論をベースとするWM理論だけでは説明
が困難である。
　1960年代半ば以降、米国では政府機関の信用
の失墜から人事システム改革により公務部門の生
産性向上が急がれるようになり、1970年代以降、
公私組織の比較により職員の職業倫理や意識につ
いての研究が進展した（Buchanan 1975 ; Rainey 
1982ほか）。
　Buchanan（1975）は管理職の公私組織比較に
より、私企業組織に比べて公共組織の管理職は仕
事に対する貢献意欲が低いことを発見し、その原
因を役所の煩雑な事務手続きであるレッドテープ
にあると結論づけた。Rainey（1982）はこの結
果に疑問を投げかけ、公私組織の管理職のインセ
ンティブ選好に、公共サービスに関わる意義を表
す項目を含めた調査を行った。その結果、公共組
織の管理職には報酬等の個人的利益よりも、意義
ある公共サービスに関わるという利他的な目的を
重視する傾向があることを指摘し、その傾向を
Public Service Motivation という言葉で表した。
しかし同時にPSMは多義的な概念であり、人に
よってもそのありようが異なることから、概念化
の難しさについても指摘している（Rainey 1982）。
　その後も公私組織比較による研究が進められる
中、1990年、Perry and Wiseにより公共サービ
スに関わる者のモチベーションであるPSMが概
念化された。PSMは「公共組織にもともと特別
に備わっている目的に反応する個人の傾向・資
質」と定義され、公共サービスの提供に個人を駆
り立てるような心理的側面をその特徴とする
（Perry and Wise 1990）。この論文を契機にPSM
研究が進展することとなる。
　Web of Science で「public service」「moti va­
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tion」のキーワードにより検索を行うと1,142の論
文等が該当する。そのうち行政学（Public Ad­
minist ration）分野の論文等は321であり 3、発表
年については1950年代と1980年代がそれぞれ1
本あるのみである。それ以外は1990年代以降に
発表され、特に2000年以降に集中している（図
表 1）。 ま た、 欧 州 を 中 心 に「Public Service 
Ethos」等、PSMという用語を使わずに同様の研
究を行う研究者もいることから（Pratchett and 
Wingfield 1996 ; Horton 2006）、「public service」
「ethic」でも同様の検索を行った 4。その結果は、
総数987のうち行政学分野は229であり 5、発表年
については1980年代から報告数が増えている。
　この差は、公務従事者のモチベーション管理の
重要性が認識されてきたのがここ20〜30年間で
あること、さらに公務従事者のモチベーションが
「倫理」を基盤としつつも、それだけでは説明し
得ないモチベーションの多面性を測る必要性から
生じたものであると推測できよう。
　Perry and Wise 1990以降に進められた他の研
究者によるPSMの定義は次のとおりである。「個
人を重要な公共サービスの提供に向かわせようと
動機づける力（Brewer and Selden 1998）」「コ
ミュニティや国、人類の利益に従事しようとする
一般的で利他的な動機（Rainey and Steinbauer 
1999）」「私的利益や組織の利益を超えたより大き
な利益に関わる、個人を適切に行動させるよう動
機づける信念、価値、態度（Vandenabeele 2007）」
である。
　これらに共通することは、「PSMの根底を成す
考えは、公共組織で働く者は他人や社会のために
役立ちたいと行動する傾向にある」という点であ
る（Perry et al. 2010, p.687）。PSMとはいわば社
会のために役立ちたいという思いがモチベーショ
ンとなることを意味する。こうした傾向は公務従
事者だけに限ったものではないが、公務に就こう
とする者はその傾向が顕著であるとされている
（Rainey and Steinbauer 1999 ; Wise 2000）。
　WM理論が合理的選択理論をベースとした個
人のインセンティブ選好に基づくモチベーション
を説明するのに対し、PSM は他者志向のモチ
ベーションであり、方向性が全く異なっているの
が特徴である。個人が私的利益を超えたより大き
な利益に積極的に貢献しようと動機づけられて利
他的な行動が立ち上がり、行動に従事することに
よって個人的な欲求が充足する。つまり、PSM
は一度他者に向かい、他者の利益に資することに
よって自分自身に戻ってくるという性質を持つも
のといえる。
3．Public Service Motivation研究とは
3. 1．構成要素
　1990年当初、Perry and Wise（1990）はPSM
概 念 を「Rational（合 理 性）」「Norm­Based（規
範）」「Affective（情緒）」の3つの次元に分類し
て説明した。
　この3次元のうち、「規範」や「情緒」に比べ
て、個人の効用を最大化しようとする「合理性」
は公共サービスとは切り離されて考えられがちで
ある。しかし、PSMの合理的側面は、政策形成
への関わりが自己重要感をもたらすこと（Kel man 
1987）、社会的義務への献身が自己認識を高める
こと（Rawls 1971）、また社会的問題への貢献に
よって自己確認を行う公務員が存在すること
（Downs 1967）等により説明される。
　規範的側面は、公務従事者に求められる「社会
的公正を守る」という規範に従おうとする欲求が
図表1：Web of Scienceに登録されている論文等の本数（発表年代別）
検索ワード 全件数 行政学分野
発表年代
〜60年代 70年代 80年代 90年代 2000年〜
Ethic  987 229 1 3 18 58 149
PSM 1,142 321 1 0  1  6 313
（Web of Scienceにより筆者作成）6
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行動を引き起こすことで説明される。また、情緒
の側面については、様々な社会的問題に対する情
緒面の反応が行動を引き起こす動機づけ要因とな
るとした。
　これら3つの側面は現実には複雑に絡み合って
いるが、概念的には区別される。例えば公共問題
への取組みは、多くの場合、社会的重要性への確
信から行動が引き起こされるが、時として自己認
識のために行われる場合もある。（Perry and 
Wise 1990）。このことについてDowns（1967）は、
公務従事者にとって最も一般的な規範は公共利益
に仕えるという欲求であり、たとえそれが個人的
見地から出されたものであっても、その欲求は本
質的に利他的なものであるとしている 7。また、
規範と情緒の次元については、明確な区別が困難
であるという批判がある（Wright and Pandey 
2008）。
　1996年、PerryはこのPSM概念の3次元を発展
させて独自の測定尺度を開発し、構成要素を精緻
化した（Perry 1996）。
　構成要素を3次元から6次元へと拡大した上で、
公務従事者等を対象に調査を行い 8、最終的に
PSMの構成要素を4次元に分類した。4つの次元
とは、「①Attrac tion to Public Policy Making（政
策決定への関心。以下、「APM」）」「② Commit ­
ment to Public Interest（公益や義務への関与。
以下、「CPI」）」「③Compassion（憐れみ深さ。以
下、「COM」）」「④ Self Sacrifice（自己犠牲。 以
下、「SS」）」である。1990年当初の概念との対応
関係は、①APM＝合理的側面、②CPI＝規範的
側面、③COM＝情緒的側面、④SS＝独立した次
元となる9（Perry 1996）。
　これらの次元のうち、合理性を表すAPMは概
念的に発達途上であるとされ、私的利益の要素を
含む可能性が指摘される等の議論がある（Wise 
2000）。Ritz（2011）は、私企業組織にはない政
治との近さがAPMの中心にあり、そこから派生
する「力」が動機づけになると想定して、スイス
の地方政府職員を対象にインタビュー調査を行っ
た。しかしながら、この調査からは、具体的な力
の顕示よりも、職業的な専門性を重用されること
を重視する傾向が報告されている。この点におい
て、この次元は「Attraction」という用語を用い
ずに「Politics and Policy」と表現される場合も
ある（Vandenabeele and Van de Walle 2008）。
　また、PSM の多面性を測定する Perry の尺度
を布石とし、行動特性からPSMの傾向を分類す
る報告もある 10。官僚の態度や意識をより包括的
に捉える Q­methodology の手法を用いた分析で
は、 公 務 従 事 者 は 4 類 型 に 分 け ら れ る。「①
Samari tarians（困っている人を助ける人）」「②
Communitarians（共同体主義者）」「③ Patriots
（愛国者）」「④Humanitarians（人道主義者）」と
いう4分類の特徴は、PSMの利他的傾向が向かう
関心の範囲（自分の周囲、コミュニティ、国、人
類）によって分類されている点である。この分類
ではAPMにあたる政治や政策決定への関心につ
い て は 主 な 動 機 づ け 要 因 と は さ れ て い な い
（Brewer, Selden and Facer 2000）。
3. 2．PSM的行動のプロセス
　PSMの測定尺度を開発した翌年、Perryは何が
個人のPSMを涵養するのかという、組織より以
前の要因を遡る研究を行った。社会歴史的要素と
社会化のプロセスに考察を加え、教会、学校、慈
善等がアイデンティティ形成に役割を果たすこと
を 証 明 し た（Perry 1997）。 そ し て 2000 年、
Perryは合理的選択理論に替わるPSMのプロセ
ス理論の構築を試みた。
　Perry（2000）はShamir（1991）を引用する形
で、既存のWM理論に批判を加えている。その
論点は、①結果を個人に帰結させてしまうバイア
ス、②強い状況要件を前提とし、人の相互作用か
ら生じる混沌とした現実からの忌避的傾向、③組
織効率測定のための行動類型の未分類、④内発的
動機づけの快楽的意味づけ、⑤価値や倫理的義務
が内発的動機から外されていることの5点である。
　これらを踏まえて、PSM概念とPSM的行動を
結びつける過程に、「Self（自己概念）」 と「環
境」を置いた。人は自己概念によって動機づけら
れるとし、「結果の論理」と「適切さの論理」の
モデル（March and Orsen 1989）を用いて、公
共組織では結果よりも適切さが選択される傾向に
あること、そして内因性の価値や選好が社会化の
プロセスにおいて強化され、習得されるものであ
ることを説明した（Perry 2000）。
　このPerry 2000モデルについては、Moynihan 
and Pandey（2007）が検証を行っている11。教育
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レベルや組織のメンバーシップ、組織文化、官僚
制、レッドテープ、組織改革の方向性、勤続年数
の長さ等の変数とPSMとの関係について実証研
究を行い、PSMの涵養には個人の性向だけでな
く、環境が影響することを証明した。
　Vandenabeele（2007）は、公共心に動機づけ
られた「適切さの論理（March and Orsen 1989）」
に従うような行動は、私的利益よりも組織価値を
実現するものであり、組織内で観察されるPSM
的行動もその実例であるとした。そして組織が個
人の行動に影響を与えるプロセスを説明する補助
理論を求めた。 自己概念を役割（role）・ 社会
（social）・個人（personal）の3つのアイデンティ
ティに分類して個人と組織のつながりを説明し、
その両者をつなぐプロセスに心理学の自己決定理
論（Deci and Ryan 2004）を用いて、公共組織内
でPSM的行動が立ち上がるプロセス理論の構築
を行った。
3. 3．PSM的行動の特性
　Perry and Wise（1990）はPSMの概念化にあ
たり、PSMが引き出す行動の帰結として3つの命
題を提起している。「環境への適合」「パフォーマ
ンスとの正の相関」「インセンティブ構造との関
係」である。
①環境への適合について
　Perry and Wise（1990）は、PSM の高い者は
社会や公共利益に関わる公共組織での職を求める
傾向にあるとした。PSM研究は、公務倫理の領
域で研究されていた頃から、公私組織の比較に
よって発展してきた。組織の行動原理の違いが、
行動原理に合致する者を組織に引き寄せ、同時に
組織内部にいる者の行動様式に影響を与えるため
である 12。この個人の選好と組織レジームとの一
致の背景を成す理論枠組は、個人と環境との適合
理論である。
　Steijn（2008）は個人と PSM の適合（Person­
PSM Fit）13 を取り上げ、オランダ内務省が実施
した調査を用いて、公務従事者と私企業労働者の
PSMの違いを検証した14。その結果、公務従事者
の方がPSMが高く、私企業労働者でもPSMが高
い者は公共部門への転職を望む傾向があることを
実証した。加えて、職務を通じて社会の役に立っ
ていることを認知した職員の職務満足の高さを実
証している15。
　さらにベルギーの大学生を対象とした調査16に
おいて、PSMが高い学生ほど私企業組織より公
共組織を選好する傾向にあることが実証されてお
り、職に就く前のプレエントリーレベルにおいて
も、個人の選好と組織レジームとの一致が確認さ
れている（Vandenabeele 2008a）。
　しかしながら、組織の公私に関わりなく、個人
の期待と組織の現実が完全に一致することはな
い。この不一致にPSMの高い職員はどう対応す
る の か と い う 問 い に 対 し て、Moynihan and 
Pandey（2007）は職歴が長くなるほどPSMが下
降することを示している。この調査は、もともと
PSMが高いと想定される米国・保健福祉省の職
員を対象としており、PSMが下降する要因とし
て、時間の経過と共に貧困等の問題解決に対する
無力感が増すからであろうと結論づけられて
いる。
　また、個人の期待が満たされなかった場合、公
務従事者は自分のモチベーションをポジティブな
レベルに保つために仕事への期待値を下げるとい
う「あきらめているが満足している状態」に自分
を置くことで現実に適応しようとすることが、ス
イスの自治体レベルの調査で報告されている 17
（Giauque et al. 2011）。
　さらに、PSMの高い職員は組織内の問題に対
し内部告発を行う傾向にあるとされる。Brewer 
and Selden（1998）は、内部告発を従来の否定的
イメージとは異なり、不正を正そうとする行動で
あると位置づけ、米国メリットシステム保護委員
会が実施した調査を用いて 18、公益が損なわれる
と感知した場合にPSMの高い職員がこうした内
部告発行動を起こすことを実証した。
　内部告発者と傍観者を比べた場合、両者の間に
個人的報酬に対するインセンティブ選好に差はな
いが、内部告発者は職務満足、組織への貢献意
欲、公共利益への関心度合いが高く、職の安定に
ついては低い。彼らは不正を発見した際に職の安
定を犠牲にして告発を行う傾向にあるとし、内部
告発がPSMを表す行動の一形態であると証明し
た（Brewer and Selden 1998）。
②パフォーマンスとの正の相関について
　日常の行動についても、PSMの高い職員は職
務に積極的に関与するために、パフォーマンスも
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高いとされる。
　Crewson（1997） はパフォーマンスを組織コ
ミットメントという変数に置き換え、米国での
Large N調査（GSS 1989 ; FEAS 1979 ; IEEE 1994）
を用いて、経年での従業員の公私組織間比較を
行った。様々な機関、職業を表すサンプルから、
公共組織では経済的報酬よりもサービスの提供に
動機づけられる職員が多く、彼らは私企業組織の
従業員に比べて組織への貢献意欲が高いことを、
20年間の経年データを用いて証明している19。
　しかし適合やパフォーマンスの測定について
は、指標の信頼性についての議論が伴う。公共組
織のパフォーマンスを測る客観的指標は必ずしも
存在しておらず、また測定そのものが困難である
ためである。
　主観的指標は客観的指標よりもバイアスを生じ
やすいとされるが、人が現実から完全に切り離さ
れ得ない以上、客観的な環境要件は本人の知覚に
影響を及ぼす。さらに主観的指標では評価プロセ
スが同一評価者の基準に統一されて認知されるた
め、評価の一貫性は保持できるとして主観的指標
を用いる場合が多い（Kristof­Brown et al. 2005 ; 
Steijn 2008）。
　いずれにせよ公共組織のパフォーマンスはひと
つの側面から計測しうるものではない。公共サー
ビスのひとつのパフォーマンスを取りあげて強調
することは、相互依存的で多元的な社会で提供さ
れる公共サービスの別の側面を損なうことにつな
がりかねない（Boschken 1994）。
　Brewer and Selden（2000）は組織パフォーマ
ンスの概念を拡大し、行政組織が実現すべき価値
を効率性（Efficiency）、有効性（Effectiveness）、
公正（Fair ness）の3種類とし、それぞれを組織
の内と外という観点で二分して6次元に分類した。
その上で、米国メリットシステム保護委員会が実
施した調査データを用いて20、PSMを含む個人関
連変数及び組織関連変数 21と組織パフォーマンス
との関連を測る実証研究を行った 22。その際、組
織パフォーマンスを表す指標には主観的指標を6
項目設定している。
　また、Kim（2005）は組織パフォーマンス指標
にBrewer and Selden（2000）の6分類を援用し、
韓国の中央政府、州政府、基礎的自治体の公務員
を対象として 23、PSMを含む個人関連変数 24 と組
織パフォーマンスとの関連を調査した。この調査
では、組織パフォーマンスを表す指標には主観的
指標を12項目用いた。Brewer and Selden（2000）、
Kim（2005）の2つの研究は、因果関係は明らか
にはしていないが、共にPSMと組織パフォーマ
ンスの正の相関を示している。
③インセンティブ選好について
　初期の職業倫理を中心とした研究では、公務従
事者にとって金銭的報酬は非金銭的報酬ほど重要
ではないという論調が多かったが（Perry and 
Porter 1982）、現在、インセンティブとモチベー
ションの関連は微妙に意味あいを変えている。
　PSMは内発的動機づけの、そして金銭的報酬
等は外発的動機づけの典型例である。単純化され
た公私組織比較に基づけば、給与等の金銭的報酬
に対する反応には公私間で差があることが推測さ
れる。しかし、米国における公私組織比較、複数
職種間比較、単一職種の公私組織比較を行った
Crewson（1997）の調査では、金銭的報酬の選好
について公私間の有意な差は発見できず、公務従
事者が内発的な動機づけをより重視していること
が報告されただけにとどまっている。
　しかしながら、このことは実利的な動機による
PSMのコントロールが可能であることには結び
つかない。WM 理論は従業員個人の欲求を満た
すための行動をインセンティブにより直接引き出
そうとするが、PSMは利他的な行動に従事する
ことによって個人的な欲求が充足するという性質
を持つために、インセンティブは他者経由の間接
的なものとなる。さらに報酬等の物質的インセン
ティブによるモチベーションのコントロールは、
PSMの基盤である社会に役立つという公共サー
ビ ス の ミ ッ シ ョ ン を 損 な う 可 能 性 が あ る
（Crewson 1997 ; Moynihan 2008）。
　ただ、同時に、PSMの利他的傾向を示す証拠
にこだわりすぎると、組織の中の複雑な人間行動
の全体像を見失うことにつながる危険があること
も指摘されている（Wise 2004 ; Perry and Hond­
eghem 2008）。WMとPSMにおけるインセンティ
ブの違いは、実利的側面と社会的側面、外発的動
機づけと内発的動機づけとのバランスの違いに
ある。
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４．Public Service Motivation 
研究の国際比較 　　　　
4. 1．国別のPSM研究進展度
　Web of Science の行政学分野に登録されてい
る 論 文 等 の 本 数 は、「public service」「moti va­
tion」で検索すると321、「public service」「ethic」
が 229 あり、それぞれ 30 カ国、31 カ国をカバー
している 25。これらを国・地域別に分類したもの
が図表2である。なお、PSM研究については共著
論文の場合もあるため、執筆者の所属大学の国別
分類を加えている26。
　国別の分類では、PSM研究、倫理研究とも論
文数は米国が最も多い。また、双方のバランスは
以下の3つに分けられる。
（A）PSM 研究の方が多い場合：米国、韓国、
オランダ、デンマーク、スイス、ベルギー
（B）PSM 研究と倫理研究がほぼ同数：中国、
オーストラリア
（C）倫理研究の方が多い場合：英国、カナダ
　所属大学の国別で見ると、米国、韓国、スイ
ス、オランダが多く、これらは（A）にあたる。
前節で紹介した研究成果も多くはこれに重なって
おり、（A）の国々がPSM研究の先進国であると
いえる。
4. 2．測定尺度の再検証
　PSM研究は米国で誕生した後、まず欧州に拡
がり、2000年代に入ってからはアジアでも研究
が行われるようになっている。しかしながら、社
会や歴史的背景は国によって異なり、加えて公務
員制度や地方自治のしくみの違いからPSMに影
響を与える組織的要因も変化するために、PSM
の帰結も異なる。そのため米国で開発された測定
尺度が他国では必ずしも適合せず、結果が再現さ
れないという状況が生じている（Vandenabeele 
2008b ; Kim 2009）。
　こうした背景から世界共通のPSM概念と測定
尺度が求められるようになり、PSM概念の再定
義と測定尺度の再検討が行われるようになった。
　Vandenabeele（2008b）は、欧州では必ずしも
同じ概念がPSMという用語を用られずに研究さ
れている事実をあげ（Pratchett and Wingfield 
1996 ; Horton 2006）、米国との PSM 概念の捉え
方、用語法の違いが国際比較研究の障害となって
いるとした。加えてPerry 1996の4次元モデルの
図表2：Web of Scienceに登録された論文等の本数比較
PSM
（全321中の割合）
public service ethic
（全229中の割合）
PSM（所属大学別）
（全321中の割合）
 1．米国 153（47.7%） 83（36.2%） 192（59.8%）
 2．韓国 28 （8.7%） 4 （1.7%） 28 （8.7%）
 3．スイス 14 （4.4%） － 24 （7.5%）
 4．オランダ 23 （7.2%） 12 （5.2%） 21 （6.5%）
 5．英国 22 （6.9%） 29（12.7%） 17 （5.3%）
 6．デンマーク 16 （5.0%） 1 （0.4%） 16 （5.0%）
 7．中国 25 （7.8%） 21 （9.2%） 16 （5.0%）
 8．オーストラリア 17 （5.3%） 14 （6.1%） 16 （5.0%）
 9．カナダ 13 （4.1%） 21 （9.2%） 13 （4.0%）
10．ベルギー 13 （4.1%） 1 （0.4%） 12 （3.7%）
（Web of Scienceにより筆者作成）
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妥当性と構成概念の拡張性を検証するため、ベル
ギーのフランドル地方の州政府職員を対象とし
て、 新たな 3 次元（equality（平等性）、bure au­
cratic values（官僚的価値）、customer orien ta­
tion（顧客志向））を加えた7次元モデルにより実
証を行った 27。その結果、7次元モデルは棄却さ
れたが、Perry 1996 モデルに democratic gove­
rnance（民主的統治）を加えた5次元モデル 28 へ
の拡張可能性を示唆した。
　Kim（2009）は、韓国社会へのPSMの適用に
あたってAPM次元の再現性に疑問を呈し、その
理由を次の2点に絞って検証を行った。第1に合
理性を表す次元としてのAPMの適切性の問題、
第2にPerry 1996の測定尺度で用いられる否定形
による質問というワーディングの問題である。24
項目ある測定尺度を12項目に縮小した上で29、否
定形の設問項目を肯定形へと変換して新しい測定
尺度を作り、区役所職員と国家公務員の2グルー
プを対象とした調査を行った 30。その結果、新し
い測定尺度を用いることによって、より信頼度の
高い状態で APM 次元が再現されることを確認
した。
　その後VandenabeeleとKimは、世界的な国際
比較研究に向けて共同研究によりPSM概念の再
定義を試みている。モチベーションは個人に内在
する価値と、それが実際に実現する状況との相互
作用によって生じるものであるとし、PSM概念
を「instrumental（どうやって： 手段）」「value­
based（何のために： 価値）」「identifi ca tion（誰
のために：帰属意識）」の3つの観点から再定義
した。
　それぞれが表す次元としては、「合理性」を表
すAPMは「手段」を表す「①Attraction to Public 
Participation（公共活動への参加。以下、「APP」）」
に、「規範」 を表す CPI は「価値」 を表す「②
Commitment to Public Value（公共的価値への
貢献。以下、「CPV」）」に、「情緒」を表すCOM
は「③憐れみ深さ（COM）」に結びつきの要素を
加えて「帰属意識」を表す概念とした。さらに
「④自己犠牲（SS）」は「独立した次元」ではな
く、3つの次元に共通する基盤を成すものとして
位置づけた（Kim and Vandenabeele 2010）。米
国版Perry 1996オリジナルモデルとの関係は図
表3のとおりである。
　国際比較研究は拡大し、2010 年、オーストラ
リア、ベルギー、中国、デンマーク、フランス、
イタリア、韓国、リトアニア、オランダ、スイ
ス、英国、米国の12カ国の共同研究が行われた。
目的はPSM概念及び操作定義を精査して次元の
再分類を行い、国際比較研究に対応できる測定尺
度の開発をすることである（Kim et al. 2013）。
　次元分類は、Kim and Vandenabeele 2010の4
次元モデル（APP, CPV, COM, SS）を基本とし、
各国の研究者による議論を経て決定した。CPV
を CPI（public interest： 公 共 利 益） と CPV
（public value：公共的価値）に分割した上でCPI
をAPPと合成し、行動指向を表す新しい次元と
してAttraction to Public Service（公共サービス
への関心。以下、「APS」）とする修正を加えた。
その結果、次元分類はAPS, CPV, COM, SSの4
次元となった（図表4）。
　調査対象は市町村レベルの常勤公務員で、管理
職・非管理職、事業部門・管理部門が含まれる。
サンプルは原則1カ国1自治体から採取され、総
サンプル数は12カ国全体で2,868（各国の目標数
は250）となった。
　次元分類の妥当性検証については次のとおりで
ある。イタリアではAPS, CPV, COMの3次元に
おいて次元ごとの相関が高く分離できず、リトア
ニアや韓国ではCPVとCOMの区別が、またオラ
図表3：PSM次元の比較（Perry 1996版とKim and Vandenabeele 2010版）
USA Rational : APM Norm­based : CPI Affective : COM dependent : SS
⬇ ⬇ ⬇
Int’l
Instrumental : APP Value­based : CPV Identification : COM
Fundamental : SS 
（Perry 1996, Kim and Vandenabeele 2010を基に筆者作成）
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ンダではAPSとCPVの区別ができなかった。こ
れによりPSMの尺度は必ずしも同じ意味を持た
ないことが明らかになり、この結果は翻訳による
誤差の影響もあるが、文化差による反応の違いに
よると結論づけられた。
　文化差の検証については、その影響を最小限に
コントロールするためにオーストラリア・英国・
米国の3カ国で検証したところ 31、この3カ国間
では次元数や構成に差が見られず、かつ測定尺度
が示している意味に違いがないという結果を示
した。
　以上により、文化的違いによって次元の構成概
念、測定尺度が変わりうることから、理論や研究
成果の取り入れ、国家間の比較には十分な注意が
必要であるとしている（Kim et al. 2013）。
4. 3．日本における研究
　Web of Scienceでの「public service」「moti va­
tion」のキーワード検索の結果のうち、日本の論
文等の登録数は11である32。内容別内訳は、交通
関係が6、コンピュター関連が2、エンジニアリ
ング関連が2、水道が1であり、行政学分野にお
ける論文等は登録されていない。同様に検索ワー
ドを「ethic」とした場合の登録論文等は 3 であ
り、やはり行政学分野の論文等は登録されていな
い。日本では一般行政職員のモチベーションにつ
いては、 あまり注目されていないのが現状で
ある。
　日本でのPSMに関連する研究は、一般行政職
員よりも直接的に公共サービスの提供に関わる
者、特に医療や介護等の福祉分野に関わる者を中
心に行われている。福祉サービスの供給問題には
合理的選択理論では説明できない「個人を超えた
全体への利他性」というPSM的な視点が欠かせ
ないためである。
　実際この分野には理想の高い者が集まってお
り、福祉職の職業選好と自己の仕事成果に対する
信念的要因との関連が報告されている（若林，後
藤，鹿内1983）。田尾（1995）は、医療・保健・
福祉等のサービスを提供するヒューマン・サービ
ス組織では 33、思い入れの強い、仕事熱心な職員
ほど現実とのかい離やクライエントとの関係にお
いて職業倫理・規範からストレスを溜め込みやす
く、バーンアウト 34（燃え尽き症候群）に陥りや
すいことを指摘している。これは利他的傾向の負
の側面といえよう。
　また、1990年代以降のNPM改革の進展、2000
年4月に施行された介護保険制度により公共的な
サービス分野への民間事業者の参入が進んでいる
ことから、経済学分野での研究も行われている。
　経済活動を合理的選択理論に基づいて評価すれ
ば、福祉サービスの供給において事業者が撤退す
る等の問題が生じる。林ほか（2011）は、ベー
シックニーズの経済活動における道徳的動機（モ
ラル・モチベーション）を取り上げた。理論モデ
ルにより人々が様々な価値や場に応じた多元的・
折衷主義的な規範的判断を行うことを説明し、経
済合理的な企業よりも社会的責任を重視する企業
の方が、結果的に生産性が高くなる可能性を示し
た（林，奥島，山田，吉原2011）。
　一般行政職員のモチベーションに関する研究と
しては、田尾（1990）がある。地方自治体と私企
業組織（製造業・非製造業）の課長・係長を対象
とした調査で、公私組織比較により職務態度や傾
向の違いを分析したところ、自治体の課長・係長
には、波風を立てず、問題を表面化させまいとす
る規範が根強いことをつきとめ、その理由を政治
的配慮が求められるという自治体特有の環境から
説明している。
　同じ調査に基づいた別の分析では、自治体の係
図表4：国際比較のためのPSM次元分類
APP CPV COM
➡
CPI
COM
➡
APS CPV COM
APP CPV
SS SS SS
（Kim et al. 2013より筆者作成）
⬅
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長（事業部門）の職務満足が最も低いことが指摘
されつつも、その中にあって「社会的な意義や世
間からの尊敬」という職場や仕事に対する誇りが
職務満足につながっていることが報告されている
（地方自治研究センター1980）。
　ストリートレベルの公務員についての研究に
は、畠山（1987）がある 。畠山は福祉系職員、
教員、警官等の、直接かつ濃密に住民と関わりな
がら業務を行う公務員を第一線職員とし、彼らと
住民との関係性を「善意による支配」と位置づ
けた35。
　一般行政職員の傾向としても、住民個人の影響
力は社会的公正や首長の意向に比べて小さいこと
が報告されており（田尾1990, p.88）、公務従事者
のサービス提供の現場には公権力の介在による支
配構造が内在している。そのモチベーションの説
明には規範や情緒だけではない、合理性や力を表
す側面からの説明が求められよう。
　このように日本では、福祉分野に関わる職員の
利他的傾向や第一線職員の支配的な心情等、
PSMの一側面に焦点をあてた研究はあるものの、
PSM研究が展開するような、公務従事者の多面
的なモチベーションを体系的に捉えた研究は殆ど
ない。また、公私組織比較による職員傾向の調査
も1980年代（地方自治研究センター1980）以降、
滞った状態である。
５．おわりに
　最後に、本稿の目的に対する答えを確認し、今
後の展開について課題と意義を述べる。
　本稿では海外で展開されている公務従事者のモ
チベーションを説明する PSM 研究を紹介した。
その先にはこの研究を援用し、基礎的自治体を中
心とする一般行政職員のモチベーションを測定す
るための理論枠組の構築へつなごうとする意図が
あった。
　PSM研究は、合理的選択では説明困難な公務
従事者の利他的傾向の研究から始まった。組織に
おける個人モチベーションを考えるとき、強い前
提条件（Perry 2000 ; Shamir 1991）と合理的選
択を基礎に置いたWM理論では、その時の状況
により、異なる理論を組み合わせてモチベーショ
ンを説明する。しかしPSM研究は、多元的で複
雑な現実社会を前提としており、公務従事者の利
他的な傾向を特徴としつつも、倫理観や規範、情
緒的側面だけでなく、私的利益が絡み合う合理的
側面も併せ持つ多面的なモチベーションを説明
する。
　また、PSM研究は米国から欧州やアジアにま
で拡がっている。2013年には世界12カ国の研究
者による国際共同研究の成果が報告され、世界レ
ベルでのPSM概念の定義づけや測定尺度の開発
が進められている（Kim et al. 2013）。その結果、
国ごとの差異はあるものの、PSM概念が世界共
通のものであることが明らかになっている。
　現在のところ、日本ではPSM研究の認知度は
高いとはいえず、国際共同研究にも名を連ねては
いない。しかし今後、PSM研究は日本の公務従
事者のモチベーション研究に援用できる可能性が
あり、そのためには、PSM研究を日本の行政機
構に適用するための調整を行う必要がある。
　今回紹介した先行研究では、国名及び、国・
州・市町村といった公務員のレベルについては触
れたが、国ごとの行政のあり方の違いには言及し
ていない。今後は各国の地方自治のあり方、中央
地方関係、公務員制度及び地方自治体の人事制度
と併せて考察する必要があろう。特に社会歴史
的、文化的な違いがPSMに与える影響が明らか
であることから（Perry 1997 ; Perry 2000）、 米
国や欧州よりも歴史的・文化的に日本に近い韓国
での実証研究をさらに分析し、韓国社会に適用し
た際の留意点、日本の文脈との相違点等について
整理する必要がある。
　日本では一般行政職員のモチベーションに関す
る研究が不足している。サービスを直接提供する
第一線職員から管理部門の職員まで一般行政職員
を広く対象とした、自治体職員の全般的なモチ
ベーション研究は行政学にとってまだ未開拓地で
ある。今後、この分野の研究が発展することに
よって以下の点に貢献できる可能性がある。
　第1に、人的資源及び財政的制約を抱える地方
自治体の質的及び量的パフォーマンスの向上に結
びつく人的資源管理施策への発展可能性である。
第2に、地域・住民の福祉を測る視点と効率性を
測る視点をめぐる議論の折衷点の発見に結びつく
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可能性である。それはPSM研究が明らかにしよ
うとする公務従事者の多面的なモチベーション
が、そのまま公共サービスの提供現場で地方自治
体が直面する複雑なトレードオフに重なるためで
ある。
　今後は、 海外で展開されている PSM 研究を
ベースとしつつ、これまでに日本で行われた公私
組織比較等の実証研究を踏まえて、日本の公務従
事者のモチベーション研究を体系的に進めていく
ことが必要である。それにより基礎的自治体の現
場における喫緊の課題解決に資することができる
と考えられる。PSM研究にはこうした可能性が
期待される。
　　　　　　　　　　
注
 1 公務従事者とは主に公務員を指すが、紹介する先行研
究によっては公共機関（Public Sector）で働く職員と表
される場合もあるため、公務従事者という表現で統一
する。
 2 本稿では「地方自治体」という表現を、法律で使用さ
れている「地方公共団体」とほぼ同じ意味において使用
している。地方公共団体＝国から認められた行政サービ
スを行う執行機関、地方自治体＝行政サービスの提供を
含め、地域に係る取組みを全般的に行う団体というイ
メージの違いによる。なお、広域自治体である都道府県
に対して、市区町村を基礎的自治体としている。
 3 その他の分野は、Public Environmental Occupational 
Health（108）, Management（97）, Economics（69）, 
Health Policy Services（56）等である。（　）内は本数。
 4 「public service ethos」で検索した場合の登録論文数
は138であったため、数の多い「ethic」での検索結果と
した。
 5 その他の分野は、Public Environmental Occupational 
Health（111）, Ethics（98）, Medicine General Internal
（64）, Political Science（59）等である。（　）内は本数。
 6 2014年9月14日現在の結果である。
 7 Kelman（1987）も規範の重要性に言及している。
 8 対象は、地方公共団体の管理職、ソーシャルワークに
関わる大学院生、大学職員、サービス部門の連邦政府職
員、州政府職員等である（N=376）。
 9 SSは公共サービスの歴史的背景からひとつの次元とし
て残しているが、3次元モデルと4次元モデルには大きな
差異は発見されていない。なお、次元として成立しな
かった2つは「社会正義（Social Justice）」と「市民とし
ての義務（Civic Duty）」である。測定尺度も当初の40
項目から24項目に整理した（Perry 1996）。
10 対象は、米国の公務従事者である（地方自治体、州政
府、連邦職員を含む（N=69））。
11 対象は、米国・保健福祉省の職員である（N=274）。
12 このことは、社会化のプロセスであるASA（attraction­
selection­attrition）モデルとして説明される（Schneider 
1987）。
13 個人と環境との適合にはいくつかの種類がある。
Kristof­Brown et al.（2005）は、個人・職務適合（Per­
son­Job Fit）、 個 人・ 組 織 適 合（Person­Organization 
Fit）、個人・グループ適合（Person­Group Fit）、個人・
上司適合（Person­Superior Fit）に分類した。PSMとの
適合はこのうちの個人・職務適合と個人・組織適合の一
形態にあたる。
14 2006年にオランダ内務省が行った2つの調査を使用。
公務従事者の調査は約3万人の公務員を対象としたが、
検証に用いたサンプルは税や国土・水道等のサービス提
供に関わる職員（N=4,502）に限定している。一方、私
企業の調査サンプル（N=1,947）は女性や若年労働者の
割合が高くなっている。
15 しかし同時に組織全体としては公益に資してはいて
も、実際に従事する職務との適合がよくない場合があり
得ることを指摘している（Steijn 2008）。
16 ベルギー（オランダ語圏） の大学院生が対象（N= 
1,714）。専門領域は芸術、ビジネス、自然科学、化学、
行動科学、法律の6領域に分類し、Perry（1996）の4次
元モデルからSSを除いた3次元モデルで調査した。
17 N=3,754。
18 1992年に米国メリットシステム保護委員会が実施した
連邦政府職員を対象とした調査（The U.S. Merit Sys­
tems Protection Board 1993）を使用。20,851サンプルの
うち、不正や公益を損ねかねない行動に遭遇したことが
あるとした職員サンプル（N=2,188）を使用した。
19 GSS（General Social Survey）は、13歳以上を無作為
抽出で行い、自営業を除いた様々な職種の公私従業員含
んだ調査であり、 米国の労働者の縮図を表す。FEAS
（Federal Employee Attitude Survey）は、2,000 人の連
邦政府公務員を対象とした調査である。IEEE（Institute 
for Electrical and Electronics Engineers）Surveyは、公
私組織のエンジニアのみを対象とした調査であり（600
人を無作為抽出）、単一職業における公私従業員比較と
している。 それぞれ基準としたのは、GSS 1989 年、
FEAS 1979年、IEEE1994年であるが、公私組織間の違
いは GSS の 1973〜1993 年の経年データを用いて実証
した。
20 The U.S. Merit Systems Protection Board 1996.
21 個人関連変数は職務遂行のやり方、職務理解とモチ
ベーション、PSM、個人業績、所属機関の違いの5つ、
組織関連変数は組織文化、人的資源・能力、NPM型改
革に対する組織のサポート、リーダーシップ、レッド
テープの5つである。
22 23の米国連邦政府機関を対象とした。
23 常勤の公務員（中央政府、州政府、地方自治体）を対
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象とした（N=1,739）。
24 個人関連変数は、 職務満足、 情愛的な貢献意欲、
PSM、組織理念に即した行動の4つである。
25 2014年9月14日現在の数値である。
26 共著の場合も執筆者をそれぞれカウントしたため、こ
の場合の論文数の合計は321とはならない。
27 N=3,506。
28 新たに加えた3次元のうち、顧客志向は不支持となり、
平等性と官僚的価値を融合させて「democratic gover­
nance（民主的統治）」の次元とした。
29 Perry（1996）の24項目から14項目、12項目に段階的
に調整した。
30 第1グループは韓国ソウル特別市の、ある区の区役所
職員（2006年実施、N=690）であり、勤続年数は10〜20
年の職員が多い。第2グループは研修受講中の国家公務
員（2007年実施、N=498）であり、勤続年数は5年未満
が多く、若い職員が中心である。
31 英語圏、キリスト教徒、白人が多数派であり、かつ福
祉、仕事、平等に対する概念が似ているとされるため。
また福祉レジームの違いは内発的な義務感に影響する
（Houston 2011）とされる。
32 2014年9月14日現在の数値である。
33 ヒューマン・サービス組織では、対人サービスを提供
する。その業務の特性として、相手に合わせる行動の不
規則性や相手の反応に左右されるクライエント依存があ
げられる（田尾1995ほか）。
34 極度の身体疲労と感情の枯渇を示す症候群であるとさ
れる（Maslach 1976）。
35 田尾（1995）もヒューマンサービスに関わる職員の心
情を「クライエント支配」と表現している。
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